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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文では1923年関東地震の被害資料に対して詳細な検討を加え、その結果をふまえて信頼に足る住家被害
数および死者数のデータベースを構築し、さらにそこから得られる関東地震の震度分布や被害特性が将来の地
震の強震動予測や被害予測に重要な情報となり得ることを示した。第１章では、まず1923年関東地震に関する
既往の被害統計資料の検討を行い、資料によって住家被害数の集計単位が異なること、都市部における長屋や
共同住宅の存在が住家棟数と戸数の関係をさらに複雑にしていること、全半壊後に焼失した住家数の取扱いに
差があること、などを明らかにした。次に、このような被害統計資料の基本的性質や問題点をふまえ、被害数
の単位を住家棟数に統一した住家被害データベースを作成した。それによれば、関東地震によって全潰・焼失・
流失・埋没の被害を受けた住家は総計293,387棟にのぼる。これに対し既往の被害数は、全潰後焼失数の全潰
数と焼失数への二重評価、全潰住家数と全潰非住家数の合算、東京市や横浜市における焼失戸数の集計などに
よって過大評価となっている。人的被害に関しても同様な検討を行い、死者・行方不明者105,385名と評価し
た。一般によく知られた関東地震の死者・行方不明者14万２干余名は、東京府におけるかなりの数の行方不明
者が死者数と重複して集計されている可能性が高い。第２章では、関東地震の住家全潰率から震度分布を推定
し、それが将来の南関東地震の地震動を説明し得るかどうかを次の２点から検討した。第一点は気象庁震度の
時代的連続性の問題であり、第二点は震度分布の再現性の問題である。前者に対しては墓石の転倒震度を地震
動強さの基準とした検討を行い、兵庫県南部地震の震度Ⅶが従来の気象庁震度の定義に沿っていることを確認
した。後者に対しては関東地震の震度分布が地形や地質，旧河川流路と強い相関を示すことから、将来起こり
得る南関東地震においてもその再現性が高いことが示唆された。第３章では、地震による人的危険度の評価を
行った。まず関東地震の住家全潰率や焼失率と死者発生率の関係から人的被害要因の影響度を求め、その結果
に基づいて被害要因別死者数を推定した。関東地震において火災による死者は死者数全体の９割近くを占める
91,781名であり、この地震の巨大な人的被害を決定づけた主原因が東京市や横浜市の大規模火災であったこと
が確認された。その一方で住家全潰による死者数も全体の１割を超え、11,086名にのぼる。また津波や土砂災
害による死者は全体の１％程度であるが１千名を超え、決して少ない数ではない。このようにして、関東地震
があらゆる地震災害を同時に発生させた地震であったことが、人的被害の具体的数値から明らかとなった。最
後に1995年兵庫県南部地震による死亡危険度の傾向を検討し、兵庫県南部地震の死者発生率が有意に高い傾向
を地震発生時刻や居住環境の変化などから議論した。以上のとおり本論文では、被害統計資料に基づいて1923
年関東地震の震度分布ならびに被害特性に対する検討を行い、1995年兵庫県南部地震との比較を通じてそれら
が今後の地震防災に有益な情報であることを述べている。ここで得られた住家被害データベースおよび死者数
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データベースは、南関東地震の再来を考える上で重要かつより具体的な資料と位置づけられる。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文では貴重な研究資料として位置づけられる1923 年関東地震の被害統計資料に新たな視点からの詳細
な再整理を加え、統一的な指標に基づく独自のデータベースを構築して、震度分布と人的・物的な被害特性に
関する検討を行なっている。本論文に関わる研究において、関東地震による被害が詳細に見直され、文部科学
省国立天文台編集の「理科年表」（2006年版）に記載されている死者・行方不明者の数が14万２千人余から10
万５千人余に、また家屋被害棟数についても家屋全半損（壊）25万４千余を住家全潰10万９千余、半潰10万
２千余（棟数）に、また焼失44万７千余を焼失21万２千余（全半損後の焼失を含む）にそれぞれ改められる
こととなった。記述の改訂は80年ぶりのことであり、本研究成果の社会的影響は大きい。論文は序論、本論、
結論から構成され、本論は３章からなる。序論では、研究の背景と目的、および本論文の中心をなす1923年関
東地震に関する既往研究について詳細なレビューがなされている。つぎに本論の第１章では、対象地震である
1923年関東地震について得られている既往の被害統計資料の内容に対する詳細な検討を行なっている。具体的
には、被災地全域にわたって調査資料が得られている、震災予防調査会報告所載の松澤武雄によるデータおよ
び内務省社会局刊行の大正震災誌におけるデータを中心として、住家・非住家の区分別の棟数および戸数、世
帯数単位のデータの混在、住宅形式による棟数と戸数の対応、地震動による全・半潰数と焼失数との対応など
に着目しながら被害数の単位を住家棟数に統一した住家被害データベースを構築した。その過程で従来の資料
では約28万３千棟の被害が過大評価されていたことが判明した。また、死者・行方不明者については約3万7
千人が過大評価されていたことが明らかになった。以上の結果、得られたデータベースは信頼性の高い資料を
提供することとなり、本論文における第２章以下の検討だけでなく、今後の地震防災研究において貢献すると
ころが大きいと評価できる。第２章では、得られた新たなデータベースに基づき、関東地震の住家全潰率を評
価し、さらに震度分布を推定している。具体的には、既往の被害資料における被害ランクの定義についての議
論を行い、その上で住家全潰率と墓石の転倒震度の関係について検討を加えた。さらに1995年兵庫県南部地震
についても同様の関係を求めた上で、これらの比較を行なった。その結果、気象庁震度７を設定するきっかけ
となった 1948 年福井地震において全潰率 30％を発生させた墓石の転倒震度は 0.4 前後であり、同等の地震動
強さで生じた兵庫県南部地震の全潰率は10％程度と推定された。ここでの検討により、気象庁震度の時代的連
続性が確認された。また、本章では地盤条件と震度分布の対応について検討し、その結果に基づいて、将来の
南関東地震における1923年関東地震の際の震度の再現性が高いことを示唆した。第3章では、人的被害の評価
を行なっている。すなわち、まず関東地震の住家全潰率や焼失率と死亡率の関係から人的被害要因への影響度
を求め、その結果に基づいて被害要因別死者数を推定している。その結果によると、1923年関東地震による住
家全潰を原因とする死者発生率は1891年濃尾地震や1948年福井地震と同程度であったことが判明した。また、
火災規模に応じて死者は指数関数的に増加し、焼失率が80％を超えるような火災地域の死者数は、火災がない
場合の 20～30 倍と推定された。また、1995 年兵庫県南部地震による死亡危険度は過去の地震に比べて必ずし
も低減していないことが明らかとなった。以上のように、本論文では地震防災研究において今後も重要な資料
となる1923年関東地震の被害統計資料を統一的な視点に基づき検討し、信頼性の高いデータベースを構築する
とともに、新たな知見を提示した。したがって、審査委員会は本論文を博士（学術）の学位を授与するに値す
るものと認定した。 
 
